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論文内容の要旨
〔目的〕
舌癌の放射線療法はラジウム針刺入による組織内照射が主役で今日でもその制御力は外部照射の追
随を許きぬものである。しかし、外部照射についても超高圧放射線の開発と普及によって皮膚の耐容
性は問題とならなくなり、舌癌の進展例の治療において治療成績の向上にかなりの役割をもつように
なったが、その役割の解明は充分で、ない。本研究は、舌癌の進展例に対する組織内照射と超高圧放射
線の併用法が、組織内照射単独法との比較において、原発巣の制御、頚部リンパ節転移、遠隔成績に
ついて、どのように対応するかをその狙いとし、その利点と欠点を究明し 病理組織学的方法によっ
てその欠点を解決して、舌癌治療の改善を最終的な狙いとしている。
(方法ならびに成績〕
1 .臨床材料
1966年 7 月から 1970年 9 月迄に大阪大学放射線科において放射線治療を行なった舌癌新鮮症例のう
ち、組織内照射に先行して60C 0外部照射3000R/ 2 Wを行なう方法を行なった T3 症例51 (T 3 N 0 、
T3NI: UICC による TNM分類)を対象とした。対照とした組織内照射単独法の臨床材料は
1957年 1 月から 1966年 6 月の聞に取扱った T3 症例46を対象としたものである。
2. 病理組織材料と方法
1966年 7 月から 1970年 9 月迄の T3 症例51のうち、病理組織標本の得られた42例を対象とした。オ
ートラジオグラフィーを行なったのは 1968年 4 月以降の22例である。 in vitro 法オートラジオグラ
フィーは、津屋、加藤の方法に従った。病理組織学的分類はBloom の組織学的分類法に若干の修飾
を加えたArthur の分類法に従った。
3. 成績
ヮ“
A 1966年 6 月以前の原発巣の制御率は46例中28 (61%) で、 1966年 7 月以降のものでは51例中
38 (74%) であった。 2 cm以上 3 cm未満の大きさでは 1966年 6 月以前のものと、 1966年 7 月以降の
ものは、それぞれ、 60.0% 、 66.7% 、 3 cm以上 4 cm未満のものでは、それぞれ、 68.0% 、 77.3% 、
4 cm以上のものでは、それぞれ、 45.4% 、 76 .4%であった。 3 cm以上の症例に 5%レベルで有意差
が認められた。
B 外部照射のみによる原発巣の縮小効果は腫壌が全く消失したものを R4 、 50%以上の縮少を
みたものを R3 、縮少したがその程度が50%未満であったものを R2 、変化がみられなかったもの
を R1 と基準を決めると、 R4 の 5 例、 R3 の22WU、合せて27例 (53%) に充分な縮少効果が認め
られた。
C 3000R/ 2 Wの外部照射に次ぐ組織内照射の線量を Paterson 法で計算した場合、局所再発
と放射線後障害とが共に少ない組織内照射の至適線量は、 6000Rから 8000R の間にある。
D 1966年 7 月以降の外部照射併用群の原発部位の放射線による後障害は、 51例中下顎壊死 6 例、
舌及び口腔底の漬場形成 6 例であった。
E 頚部に予防照射を行なった 1966年 7 月以降のT3NO群の頚部リンパ節転移出現率は 4 ヶ月
観察時点では、 24例中 2 例 (4.8%) で、非照射群の35例中 13例 (37.1%) と大差がみられたが、 12
ヶ月観察時点では、 42例中 16例 (38.1%) 、非照射群の35例中 16例 (45.7%) とわずかな差しかみ
とめられなかった。
F 1966年 7 月以降の群の生存率をそれ以前のものと比較すると、 1 年生存率で85.7%から 97.6
%へ、 3 年生存率で48.6%から 78.0%へ、と向上が認められた。
G Labeling lndex (以下 L. 1. と略す)が低い値 (0.6-4.7) を示したのは外部照射の縮少
効果の乏しかった R 1 と R2 に多く、 L. 1. の高い値 (8.5-20.2) を示したものは R3 と R4 に
多くみられた。 L. 1. が外部照射の効果と密接な関連があることを意味している。
H 病理組織学的分類の第 1 度、第 2 度の頚部リンパ節転移の出現は、それぞれ、 17例中 4 例、
13例中 5 例、第 3 度では 8 例中 6 例であった。頚部郭j青術による制御も、第 1 度と第 2 度では、そ
れぞれ、 4 例中 2 例、 5 例中 4 例と成功率が高かったが、第 3 度では 6 例すべてに不成功に終って
L 、 fこ。
I 病理組織学的分類の第 1 度の予後は、長期生存例が16例中 12例、 2 年未満観察例で無再発の
もの 3 WiJ、と予後は良かった。第 2 度の長期生存例は 15存中 7 例、 2 年未満観察例で再発が制御さ
れたもの 4 例あったが、 2 年未満死亡も 3 例をみた。第 3 度の予後は 7 例中 5 例が 2 年未満死亡し
た。残り 2 例も再発制御きれていない。第 3 度の予後は不良である。
〔総括〕
1 .組織内照射に 60C 0外部照射を先行させることによって原発巣の制御成績を向上さすことがで
きた。とくに、原発巣が 3 cm を超える症例で組織内照射単独群との間に有意の差が認められた。
2. 3000R/ 2 Wの頚部予防照射は頚部リンパ節転移の出現時期を遅延せしめたが、完全な抑制はで
きなかった。
3. 外部照射の併用によって生存率は著明に向上した。
4. 外部照射量が3000R/ 2 Wの場合、その後の組織内照射量は6000Rから 8000R の聞が適当である。
5. 外部照射による原発巣の縮少効果を予知する手段として、 in vitro 法 3H -Thymidine による
オートラジオグラフィーによる Labeling lndex カf役に立つ。
6. 病理組織学的分類の第 1 度及ぴ第 2 度は予後が良い。第 3 度は予後が悪く、頚部リンパ節転移出
現頻度も高い。しかも転移制御は難しい。この点の改善が今後に残きれている。
論文の審査結果の要旨
舌癌の進展例における超高圧放射線外部照射と組織内照射との併用法は、従来のそれぞれの単独法
に比して治療成績に特に原発巣の制御の上で優れていることを明らかにした意義は大きい。
この方法は舌癌進展例の治療法の新しい指針となろう。
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